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所 長 佐藤 征夫




催：International Studies Association、およびStanding Groupon International Relations）
の約８０のセッションの一つとして特別に企画されたもので、ウイーンにある非営利学際









































































であるＳＴＯＡ（Scientific and Technological Options Assessment）であった。ＥＰＴＡはＳ
ＴＯＡの他、議会に関連するテクノロジーアセスメント機関を持っている国からなってい
る。参加者は約６０名。先月のデンマークにおける会議（ＥＵＲＯＰ(participatory)ＴＡ）と参
加者が多少重なっていた。テーマは「倫理的文脈における技術選択：副題 技術と倫理、
問題と解決の相互作用のケーススタディとしての議会のテクノロジーアセスメントのプロ
ジェクトの例」というものであった。
２．会議の内容
全体としては、ライフサイエンスに関連する事柄と、コンセンサス会議のような市民参加指
向のテクノロジーアセスメントと倫理を関係づけるような議論が割合多くなされた。倫理に
はいくつかの視点があり、功利主義的倫理、宗教的・信条的な倫理、言説としての倫理
などに区別されるという発言があった。言説としての倫理というのは、皆が平等であると
いう前提で適切な手続きによって話し合いがなされて、納得することによって得られるも
のである。テクノロジーアセスメントと倫理の関係を考えると、倫理とは功利主義的なもの
と考えられることが多いが、それだけではなく、言説としての倫理の編成もテクノロジーア
セスメントの内容として重要なこともあるとの発言があった。そのような観点からすと、コン
センサス会議のような市民参加型テクノロジーアセスメントの手法がある程度有効と考え
られるという発言があった。
３．出張者の発言内容
「日本におけるテクノロジーアセスメントと倫理」というテーマで話をした。その内容は、日
本においては議会ではなく、政府がテクノロジーアセスメントを７０年代に行ったこと、及
び最近の科学技術に関連した事件として、オウム真理教のサリン事件、薬害エイズ事件
があり、また、生命倫理の問題がクローズアップされていることなどから、科学技術と倫理
の関係が問われる時代となっているが、そのような議論が未成熟であると述べた。
４．所感
科学技術と倫理というテーマは、ライフサイエンスの進歩に深く関連していると考えられ
る。新たな法律の制定をめぐって議論がされていることなど、欧州では科学技術と倫理が
議会において具体的な問題になっていると感じた。規範形成の一つの手段として市民参
加型・対話型アプローチが模索されているという状況であると感じた。科学技術と倫理と
いう問題が日本よりは深化しているように見受けられた。
目次へ
．最近の動き
○ 海外出張
・8/31-9/6 木場第２調査研究グループ上席研究官（デンマーク）
・9/16-9/21 佐藤所長（オーストリア）
・9/16-9/24 藤原第２研究グループ特別研究員（オーストリア、スイス）
・9/30-10/5 木場第２調査研究グループ上席研究官（ベルギー）
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科学技術政策研究所１０周年記念国際コンファレンスも盛況裏に終了した。今回の参加者322人 は、
今までの１３回の国際コンファレンスの中でも記録的な数字で、文部省国立教育研究所などと共催した
平成４年のシンポジウムについで多数の参加者であった。ご参集いただいた皆様にはこの場をかりて改
めて御礼申し上げたい。特に今回は、コンファレンスの開会にも夜のレセプションにも竹山大臣にご出
席いただいたほか、国会議員の方々をはじめ科学技術政策立案に当たる要職の方々にもご多忙中ご臨席
いただき実のある政策実現に向けての国際会議になったと思っている。７月から始まった創立１０周年
行事も、記念式典、１０年誌の刊行、今回の国際シンポジウムとほぼこれで終了し、これからは機関評
価や中長期計画の策定など今後の１０年に向けての種をまく仕事が始まることになる。社会が政策研に
望んでいる仕事は何かを自問しつつ、かつ自ら先見性のある方向性を示しながら新しい社会の形成に向
けて進んで行きたいと思う。（K）
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